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１ まえがき  

近年、グローバル化や情報化が進む中で，

企業経営に対するリスクが増大かつ多様化し

ており，企業が事業を継続し、発展して行く

上で、様々なリスクに対するマネジメントの

重要性が高まっている。とりわけ、技術開発

競争の激化に伴い、特許侵害・訴訟などの知

的財産に関するリスクが企業経営基盤に大き

な影響を及ぼすに至っている。 

 ところで、情報通信やエレクトロニクス

等の技術の多くは、知的財産権によって保護

されており、例えば特許の場合、その権利者

が自己の特許に係る技術を独占的に使用した

り、自己の特許の侵害者からライセンス料を

獲得したりする行為は、発明に対する先行投

資を促すためのインセンティブとなり得るた

め、産業の発展につながるものと期待されて

いる。 
とりわけライセンス料や損害賠償等のイン

センティブに関しては、例えば技術開発に注

力する中小企業等は、自己の特許に係る技術

の市場がある程度成熟してからその権利を行

使して、技術開発に要したコストを回収する

といった手法をとる場合がある。一般論とし

て、このようなインセンティブを追求するこ

とは、特許制度の趣旨・目的に適った当然の

権利の行使と考えられる。しかし、技術分野

を情報通信やエレクトロニクス等に特定する

各論となると、イノベーションの速度や権利

者の素性等によっては、「技術市場の成熟を

待つ」ことを当然の権利と主張することが業

界の実情に合わない場合がある。 

本稿は、情報通信やエレクトロニクス等の

技術にパテントトロール（Patent Troll）１）

が関与して前述した権利の主張と業界の実情

との間に齟齬が生じた場合に、これを解消す

るための法律論の展開を試みるものであり、 

既に著者らが日本経営工学会で報告した論文
2)をベースに加筆・修正したものである。 

   

表1 パテントトロールの識別要件 
 

業務態様 

及び 

権利行使の目

的・態様 

パテントトロール TLO・個人

発明家・

特許管理

会社 

パテント

トローラ 

 

トロール

行為を行

なう者 

自己の特許の

発明を過去・現

在・将来にわた

って実施しな

い 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

自らはイノベ

ーションを行

なわない 

○ × × 

（巨額の）ライ

センス料が目

的の一つ 

○ ○ ○ 

ライセンス料

の最大化のた

めに差止請求

を行なう 

○ △ × 

ライセンス料

の最大化のた

めに権利行使

を意図的に遅

延させる 

 

○ 

 

△ 

 

× 

（○：該当する； ×：該当しない； △：状況によって

該当する） 

 

2. 本稿の背景 

筆者らはパテントトロールの中でも、イノ

ベーションを全く行なうことなく、ライセン

ス料の最大化を目的として差止請求を行なっ

たり、或いは同目的で権利行使を意図的に遅

延させたりする者に対して、パテントトロー 
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ラ（Patent Troller）」という呼称を創作し 

した（表1参照）３） 。特に後者の権利行使態、

即ち意図的な遅延とは、例えば、特許権の取得

当初はこれを侵害する技術市場が成熟するのを

静観し、自己の特許権の価値が最大になったと

考えられるタイミングで権利行使を行なうこと

であり、これにより多額のライセンス料や和解

金などを得る可能性が高まる。これは、一見し

て、前述した中小企業などによる自社の技術開

発コストの回収と区別のつき難い権利行使態様

であるため、この点に、「パテントトローラ」

による権利行使の遅延のみに狙いを定めてこれ

を制限することの難しさがある。なお、詳細は

文献２）に譲るが、パテントトロールを、単に、

過去から将来にかけて自己の特許を実施するこ

となくこれから大きな利益を得ようとする者と

定義した場合、自己実施していない特許をライ

センス供与する大手メーカ企業や大学の技術移

転機関（TLO）などもこれに該当してしまう。そ

こで、筆者らは、表１に示すように、パテント

トロールを、「パテントトローラ」と「トロー

ル行為（Trolling）を行なう者」との２つ分け

て、特にこれまで米国で悪質な権利行使を行っ

てきた者を前者に分類する一方、大学のTLOなど

は「パテントトロール以外の者」として区別し

た。 

3. 日本におけるパテントトロール（特に「パテ

ントトローラ」）への対応策 

3.1 米国の法理の日本への導入の試み 

そこで、日本の情報通信やエレクトロニクス

などのイノベーションの速い技術分野で将来「

パテントトローラ」が活動する事態を想定し、

とりわけ損害賠償請求などの遅延に対しては、

米国の懈怠の法理を積極的に導入して、民法の

権利濫用の法理が適用される旨の予見性を 

 

  
図１ 遅延をともなう権利行使に対する抗弁にかかる

日米の法理の対応関係 

 

 

 

 

   

 

向上させることが一案ではないだろうか。 

なお、本節の理解の一助とするべく、日米

双方の法理の対応関係を、簡単なブロック図

（図１）に示した。例えば、米国の著作権侵

害にかかる判例によれば、懈怠の法理の適用

要件である「不合理な遅延」は、裁判上の権

利行使に向けられた一連の過程において通

常経過するべき期間を超えた遅延などであ

ると解されている４）。 

これによれば、侵害者が、特許権者の遅延

行為の目的にまで言及し、この目的が不当な

利益の獲得であることを立証するといった

訴訟コストのかさむ方策を労するまでもな

いと予想される。企業が巨額の投資を回収す

る終盤頃に「パテントトローラ」から警告状

を受け取った場合、ライセンス料や訴訟を提

起された際の和解金などの支出を想定して

回収計画を劇的に変更することは、企業に回

復困難な損害をもたらしかねない。 

このような事例においては、「パテントト

ローラ」による遅延が原因となって、損害賠

償請求などの権利行使を仮に認めた場合の

企業の不利益が、仮に認めなかった場合の

「パテントトローラ」の不利益をはるかに上

回るため、利益考量の点から権利濫用を主張

し易いと考えられる。 

そこでさらに、権利行使が単に遅延したと

いう客観的行為態様のみであっても、前述し

た利益考量の結果と合わせることにより権

利濫用の法理を適用することができれば、こ

れは「パテントトローラ」への対応策として

極めて有効なものとなる。この際に、市場に

おけるイノベーションの速度に応じて、権利

濫用の法理を適用するための遅延期間を柔

軟に設定するのである。このように、米国の

懈怠の法理の特徴は、遅延行為の目的がたと

えば不当な利益の獲得であるなどの証明を

要さないと考えられる点、および、イノベー

ションの速い技術分野の状況に応じて、不合

理とされる遅延期間が柔軟に判断できる点

にある。また、特許侵害にかかる損害賠償請

求権などの消滅時効は３年であるが、この起

算点（「パテントトローラ」が損害および加

害者である企業を知った時）に重大な争いが

ある場合にも、米国の懈怠の法理は、この消

滅時効を補完する機能を果たすことができ

る。権利行使の遅延に対し懈怠の法理を適用

することによって、尐なくとも遅延期間内で

の損害賠償請求が認められなければ、「パテ

ントトローラ」は、侵害者である企業から高 

額なライセンス料や和解金などを引き出す 
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ための手段の一部を確実に奪われる。 

3.2「パテントトローラ」への対応策の考え

方 

以下、極めて限定的ではあるが、「パテン 

トトローラ」から遅延をともなう権利行使を

受けた場合の対応策（米国の懈怠の法理が導

入されている）の考え方を図2に示す。 

同図によれば、対応策を分類するために、

権利行使の遅延期間が３年（消滅時効）を超

えているか（Ｓ１）、権利行使の対象がイノ

ベーションの速い技術（たとえば情報通信や

エレクトロニクスなど）であるか（Ｓ２）、 
権利行使の遅延期間が合理的な期間（たとえ

ば裁判上の権利行使に向けられた一連の過

程において通常経過するべき期間）を超えて

いるか（Ｓ３）、権利行使を認めた場合の侵

害者の不利益が、認めなかった場合の「パテ

ントトローラ」の不利益を上回るか（Ｓ４、

Ｓ５）、という判断がなされる。ここで、ス

テップＳ３は、米国の懈怠の法理を適用する

際に特有な判断に相当するものであり、その

判断基準である「合理的な期間」は、技術分

野に応じて柔軟に設定可能である。 

これらの判断の結果に応じて、対応策はＡ

、Ｂ、Ｃ、Ｄの４通りに分類されるが、権利

行使に対する抗弁は最も困難なＡから、Ｂ、

Ｃ、Ｄという順でより容易になっていく。 

 
図２ 「パテントトローラ」から遅延をともなう権

利行使を受けた場合の対応策（米国の懈怠の法理が

導入されている）のフロー 

 

Ａは、消滅時効を適用できず、権利行使の

対象が特にイノベーションの速い技術では 

 

 
 

 
 

なく、利益考量の結果も侵害者の抗弁に

有利に作用しない場合である。この場合、

侵害者が被り得る損害や「パテントトロ

ーラ」による権利行使の遅延などを根拠

としてこの権利行使が権利濫用であると

主張することは困難であると予想される

。それでも、権利行使に対して抗弁する

ためには、不当で悪質な他の要素を見い

だしこれを立証する必要があると考えら

れる。Ｂは、利益考量の結果が侵害者の

抗弁に有利に作用する、あるいは、権利

行使の遅延が不合理である、のいずれか

一方のみが成立する場合である。この場

合、権利濫用を主張するためには、さら

に「パテントトローラ」の主観的態様の

不当性や悪質性などを見いだす必要があ

ると考えられる。Ｃは、利益考量の結果

が侵害者の抗弁に有利に作用し、かつ、

権利行使の遅延が不合理な場合である。

これに基づく権利濫用の主張は、「パテ

ントトローラ」による権利行使に対する

有効な抗弁を形成し得るものと考えられ

る。Ｄは、権利行使の消滅時効を主張す

る場合である。ただし、この場合であっ

ても、消滅時効を主張する際の起算点の

立証に困難をともなうことはあり得る。 

3.3 導入の妥当性 

特許法のように特定の目的のために立

法されしかも詳細な規定を有する法律に

おいて、これに基づく権利に対し民法の

一般条項を適用する場合、その法律の目

的を考慮せねばならず、この一般条項に

重ねてさらに「一般条項めいた」規定を

おくことには自制的であるべきとの見解

がある５)。 

これは、今まで米国並みの「パテント

トローラ」が殆ど活動してこなかった日

本においては、一般条項への「逃避」に

対する警鐘として、正しい見解と考えら

れる。確かに、衡平法の原則に基づく懈

怠の法理を適用する場合の判断基準は、

「一般条項めいた」規定とみなされるお

それがあろう。しかし一方で、過去、日

本において衡平裁判的な決定がなされた

判例は、決して尐なくない６)。 

また、特許権にかかる権利行使に限ら

ないが、一般に、権利行使を制約するべ

き社会的な必要性が生じた場合、権利濫

用の法理によってこの権利行使を制約す

る判例が累積することで、権利に新たな

限界が設定される場合があると指摘され 

 

 

 
― 49 ―



 

ている７)。たとえば、賃貸借の対象になってい

る土地が譲渡された場合、その譲受人が所有権

に基づいて対抗力のない土地賃借人に対して

土地の明渡しを求めることは、近年の多くの判

例で権利濫用であると判断されている。これは

ある意味、日本の社会において、不動産の賃貸

人による既得権を対抗力として、この不動産の

所有権にかかる権利行使に対し新たな制限を

設ける必要性が生じたため、衡平の理念に基づ

く判例が累積していったものと解される。した

がって、特許権にかかる権利行使が不合理に遅

延した場合には、侵害者によるそれまでの特許

発明の実施が既得であったことを根拠として、

この権利行使に対し制限を設けることは、一概

に失当な判断とは言えないものと考えられる。

これについては別論の機会を得たい。 

なお、日本において、特許権者による長期間

の権利の不行使があったとして、侵害者が信義

則違反および英米法の懈怠の法理を適用して損

害賠償請求権および不当利得返還請求権に対す

る権利失効を主張した事件もある。 

ただし、原審および控訴審の双方において、原

告（控訴人）の特許が無効であると判示され、

権利失効の主張は判断されなかった。この事件

は、「パテントトローラ」の関与する悪質なも

のではないが、損害賠償請求権などの消滅時効

を主張する際の起算点の立証が困難である場合

には、もはやこの権利行使の期間制限を総合考

慮により柔軟に判断してもらう他なく、それに

は衡平法の原則を導入する必要があることを物

語っていると言える。 

4.おわりに 

情報通信やエレクトロニクスなどのイノベー

ションの速い技術分野では、パテントトロール

が特許権にかかる権利行使（特に損害賠償請求）

を意図的に遅延した場合、侵害者である企業の

損害は回復困難なものとなるおそれがある。日

本においても、将来「パテントトローラ」が活

動する事態を想定して、これらの者による権利

行使が権利濫用であると主張するための判断基

準が提案されている。この判断基準は英米法に

特有な衡平法の原則に通ずるものがあるが、権

利行使の遅延行為自体が権利濫用と判断するま

でには至っていないと考えられる。 

そこで、日本においても、米国の懈怠の法理

を導入し、権利濫用を主張するための遅延期間

を、権利行使の対象である技術のイノベーショ

ンの速度に応じて柔軟に判断することが望まし

い。このような柔軟な期間制限は、制定法上の 

 

固定的な期間制限（消滅時効の３年）を補完

する機能を果たすと考えられる。なお、本稿

ではパテントトロールが関与する技術分野

を情報通信やエレクトロニクスなどに特定

して論じてきたが、これに限らない。例えば

２００８年４月、日本自動車工業会（略して

「自工会」とも称される）は、組織再編にと

もない知的財産委員会を立ち上げて、中長期

課題としてパテントトロール対策に取り組

もうとしている。この背景として、自動車の

ハイブリッド技術などの環境関連技術がパ

テントトロールに狙われているといった経

緯があり、本稿で議論した対応策はこのよう

な業界に対しても有効と考えられるが、別論

の機会を得たい。最後に、筆者らは、パテン

トトロール対策だけに留まらず、産業の発展

を法目的とする特許法において、自己実施し

ない特許権者が侵害された場合の救済とし

て、差止請求が真に妥当かについて議論する

ことを射程とするものである。 
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